
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 に )変 更)

1王DT(法 人にあつ
ては、主たる事務所
の所在地)

京都府久世郡久御山町佐山新開地 128番 地

氏 名 (法人にあつ

ては、名称及び代表

者の氏名)

京都機械工具株式会社
代表取締役社長 宇 城 邦英

号手身書7干マツニL7こ る

業種
金属製品製造業

該当する事業者
要件

膨 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1,500キ
ロリントル以上))

「 京 都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以
上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化
炭素に換算して3,000トン以上))

計 画 期 膚 20年 4月 23年 3月

基 本 方 斜
環境保全活動によって、エネルギー消費効率の改善をはかり、二酸化炭素排出削減を推進する。

推 7 _ E体 制 集境マネジメン トシステムにて構築 している体制を基本とし、上記方針に基づき決定した目標の進捗管理を行 う。
(環境担当役員を最高責任者とし、推進責任者として環境管理責任者を選任、環境責任者会議を環境問題の決議および
進渉管理機関として設置している)

環坑マネジメン トシステム名称 IS014001

適用範囲 五場 ,事務所

取得年月 日 1999年■2月 28日

年度ことの具体
的な取組及び措
置の計画

年 庫 設備、対象、工程等 計 回 肉 谷

設備 熱処理 設 備更新

H20-22 設備 ヨンプレッサーの省エネ機器への更新

H20-22 設 備 空調設備更新 (ノンフロン化)

温室効果ガスの

排出量等 排出区分
丞 I「年 度 (夫 積 リ

(19)年 度
(二酸化炭寿換算)

日瞬 午 反 (計 田 ブ

(22)年 度
(二酸化炭 素換算)

増減率
(計画)

A事 業所等排出区分 4,714 4,61l  t -2 2 %

B輸 送車両排出区分 t %

cそ の他排出区分 t %

排出合計 4,714  t 2              4,61l  t -22 %

目標設定の考え方 設備更新時に省エネ設備への切替え

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標 基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)

工場
二 酸 化 炭 素 換 算

生産数量 (万個)
1 00 -2 0  %

弁
%

二酸化炭素換算
%

原単位の指標及び計画数値設定の
考え方 C02換 算/生 産数量 (万個)

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの

削減量等

対策等の区分
目標年度 計画)

&重 等 ( 二磁化炭 素換算)

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収量) t

府内産の木材の利用 ( 利用重) (高J渡量) t

自然エネルギーを利用 した電力又
は熱の供給

(売電 量) (制減量) t

(熱供給量) (削減量) t

グリー ン電力の購入 (購入量) (削減量) t

肖J減量等合計 t

差引け,出 塁

( 排出合計 ―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)
1             4,714  t (■2)(■3)        4,61l t -2 2  %

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

チーム ・マイナス6%、 関西エコオフィス宣言への参加

符 記 事 塔

と l該 当す る□には、 レ印を記入 してください。特定事業者 1以外 で自主参加 され る事業者の方は、 レ印の記入は不要です。

2「 基準年度」 とは計画期間の前年度 を、 「日標年度 Jと は計画期間の最終年度 をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギ
ーの使用に伴い発生す る温室効果ガスを、 「輸送車両排出区分」 とは自動車運送事業者

については使用の本拠の位置を京都府内 とする車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者 については保有す る貨物車両又は旅行車両の排 出す る温室効果ガスを、
「その他排出区分 Jと は上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温宴効果ガスをいいます。

4「 原 単位 当た りの温室効果ガス排出量等」の 「用途区分 Jに は、O① 工場 、事務所などの用途 を記入 して くだ さい。 「原単位の嫡標 Jに は、分子の 「二酸 化炭素換
算」の下に分母 となる指標 (生産教畳、延べ床面積、走行距離等)を 記入 して くだ さい。

5「 特記事項」には、平成 2年 度 ( 1 9 9 0年 度 )を 基準 とした排出量の対比や省エネ製品開発など他者の浪電効果ガス排出制減′ヽの言献  グ リー ン調達の採用、特
定フロンな どの条例椋定外の温年効果ガスのr l  l減な どを記入 して ください。


